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Ⅴ 労働・社会保険
社会保険とは、広い意味では、国が運営する強制加入の保険をいいます。細かく

分けると、労働保険（労働者災害補償保険（労災保険）、雇用保険）と、狭い意味の
社会保険（健康保険、厚生年金保険、介護保険）とがあります。すべての法人事業
所と常時５人以上の労働者を雇用する個人事業所（一部例外あり）は社会保険に加
入しなければなりません。以下において、従業員を雇用する際の労働保険と社会保
険の概要をみておきましょう。

１ 労災保険

（１）保険関係

【適用事業と適用労働者】
労災保険は、労働者が業務上の事由又は通勤によって負傷したり、病気に見舞わ

れたり、障害が残ったり、不幸にして亡くなった場合に、被災労働者や遺族を保護
するために必要な給付を行う制度です。

もともとは、労基法における使用者の労働災害補償責任（労基法第８章）を担保
するために設けられた保険ですが、これ以外に、通勤災害を対象とし、また、労基
法の労働者に該当しない者の一部を特別加入させる制度を有しています。

原則として、１人でも労働者を使用する場合は、労災保険の適用事業となり（労
働者災害補償保険法（労災法）３条）、事業を開始された日に、保険者である国との
間で保険関係が自動的に成立します（労働保険料徴収法（徴収法）３条）。

労災保険の適用事業に雇用される「労働者」（定義は労基法９条と同じ）が業務
災害等に遭った場合には、当然に保険給付を受けることになります。パート労働者、
有期雇用労働者も労働者である以上、当然に労災保険法の適用を受けます。

労災保険の適用事業になったときは、①保険関係成立届（保険関係が成立した日
の翌日から 10 日以内）と②概算保険料申告書（保険関係が成立した日の翌日から
50 日以内）を所轄の労働基準監督署長に提出し、所定の保険料を納付しなければな
りません（徴収法４条の２、同 15 条）。

これらの労災保険加入手続を怠ると、遡って保険料を徴収されるほか、故意又は
重大な過失により保険関係成立届を提出していないときに労災が発生した場合には、
事業主は、保険給付に要した費用の全部、又は一部が徴収されます（労災法 31 条）。

労災保険の保険料は使用者のみが負担します。保険料は使用者が労働者に支払っ
た賃金総額に事業の種類ごとの保険料率（1000 分の 2.5 ～ 1000 分の 88。災害率
の高い事業の種類ほど保険料率が高い）を乗じて計算します。労災保険の保険料は
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後述の雇用保険料等を合算した額を労働保険料として申告・納付します。

【特別加入制度】
労災保険は、業務の実態などから判断して、労働者に準じて保護することが望ま

しいとされる中小事業主、自営業者、一人親方、家族従事者、海外派遣者などにつ
いても、一定の要件を満たす場合には、任意加入を認める「特別加入制度」を設け
ています（労災法 33 条）。

（２）業務災害、通勤災害の保険給付の要件

【業務災害の認定】
労働者（又はその遺族）が労災保険の給付を受けるためには、当該負傷、疾病、

障害又は死亡が、業務上の事由により発生した災害（業務災害）であることの認定を、
所轄労働基準監督署長から受けなければなりません（いわゆる労災認定）。労災保険
の給付申請は労働者本人が申請することができます。

業務災害かどうかの判断は、①労働者が労働契約に基づいて事業主の支配下にあ
る状態（業務遂行性）にあることを前提に、②直接的には、業務と傷病等による損
害との間に一定の因果関係がある（業務起因性）かどうかによって判断されます。
この業務起因性は「当該業務に内在する危険が現実化したもの」（最判平 8.3.5、地
公災基金愛知県支部長（瑞鳳小学校教員）事件）と表現されます。

【業務上疾病の認定】
労働者が、業務に内在する有害因子にばく露して、業務との間に相当因果関係が

認められる疾病に罹患した場合には、所轄労働基準監督署長に認定を受ければ、業
務上疾病として労災保険給付の対象となります。

業務上疾病とは、労働者が事業主の支配下にある状態において発症した疾病のこ
とを意味しているわけではなく、事業主の支配下にある状態において有害因子にば
く露したことによって発症した疾病のことをいい、有害因子の種類ごとに、対象と
なる疾病が労基則別表第１の２に列挙されています。

【過労死等の労災認定】
過労死等（業務における過重な負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾患を原因と

する死亡若しくは業務における強い心理的負荷による精神障害を原因とする自殺に
よる死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障害）が多発し大
きな社会問題となっています。
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業務上疾病のうち、長時間労働による脳血管、心臓の病変の増悪による「過労死」、
業務による心理的負荷による精神疾患による「過労自殺」については、厚生労働省
の認定基準によって労災認定されています。過労死については発症直前の労働時間
や勤務の態様のみならず、おおむね６か月間にわたる長期の残業による「疲労の蓄積」
による過労死についても業務起因性を認めています（平 13.12.12 基発 1063 号）。

上記通達では、①発症前１か月ないし６か月にわたって、１か月当たりおおむね
45 時間を超えて時間外労働をした場合、業務と発症との関連性が徐々に強まり、②
発症前１か月におおむね 100 時間、又は発症前２か月ないし６か月にわたって、１
か月あたりおおむね 80 時間を超える時間外労働をした場合は業務起因性が強いと
評価できるという基準を設けています。

業務による心理的負荷による精神障害（うつ病）の業務起因性についても、行政
当局は、精神障害に関する業務災害の一般的認定基準として、「対象疾病を発症して
いること」、「対象疾病の発病前おおむね６か月の間に、業務による強い心理的負荷
が認められること」、「業務以外の心理的負荷及び個体的要因により対象疾病を発病
したとは認められないこと」を掲げ、これに基づいて、さらに具体的な基準を挙げ
ています（平 23.12.26 基発 1,226 第１号）。改正労働施策総合推進法の 2020 年６
月のパワーハラスメント防止措置義務の施行に向けて、国は認定基準の見直しをす
る予定です。

なお、精神障害の発病（うつ病）が業務上疾病に該当すると、その者の自殺も「原
則として業務起因性がある」と判断されることがあります。

過労死等防止対策推進法が平成 26 年に制定され（同年 11 月１日施行）、同法に
基づき、政府が過労死等防止大綱を策定しています（最新・平成 30 年７月 24 日閣
議決定）。事業主には、国、地方公共団体の実施する過労死（過労自殺を含む）等の
防止対策に協力する努力義務が課されています。

【通勤災害の認定】
労災保険給付の対象となる「通勤災害」とは、「労働者の通勤による負傷、疾病、

障害又は死亡」（労災法７条１項２号）をいいます。
そして「通勤」とは、「労働者が、就業に関し、次の①～③の移動を、合理的な経

路及び方法により行うこと」です（業務に関するものを除く（労災法７条２項））。
① 住居と就業の場所との往復
②  二重就業者の事業所間の移動（第一の事業所から第二の事業所ヘの移動。第二

の事業所への通勤として扱う）
③  単身赴任者の場合の赴任先住居と帰省先住居の間の移動
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保険給付を受けるためには、当該傷病等が「通勤」によって生じたものであるこ
との認定を労働基準監督署長から受けなければなりません。

（３）労災保険給付の内容

労災保険法による保険給付は、労働基準監督署長の認定を受けた「業務災害」と「通
勤災害」による傷病、死亡、障害に対して行われます（労災法７条１項）。

保険給付の内容には次の種類があり、（　）内は通勤災害における給付の名称にな
ります。

【療養補償給付（療養給付）】
労働者が業務上、又は通勤による傷病により療養を必要とする場合に行われ、現

物給付としての「療養の給付」と現金給付としての「療養の費用の支給」があります（労
災法 13 条、22 条）。
「療養の給付」は、労災病院や労災指定診療所等にかかれば、原則として傷病が治

癒するまで無料で療養を受けられる制度です。これに対し、「療養の費用の支給」は、
労災病院や労災指定診療所等以外で療養を受けた場合において、その費用を支給す
る制度です。治療費、入院の費用、看護料、移送費等療養のために必要なものは全
部含まれます。

【休業補償給付（休業給付）】
労働者が業務上の事由又は通勤による傷病の療養のために休業し、賃金を受けな

い日の４日目以降から支給されます（労災法 14 条、22 条の２）。
ただし、業務災害の場合、休業初日から３日間（待機期間）は、事業主が労基法

の規定（労基法 76 条）に基づく休業補償（１日につき平均賃金の６割）を行わなけ
ればなりません。

給付の額は、休業１日につき給付基礎日額（労基法の平均賃金に相当）の 60％で
すが、このほかに労働福祉事業として、給付基礎日額の 20％が休業特別支給金とし
て支給されます。

【傷病補償年金（傷病年金）】
被災労働者の傷病が、療養開始後１年６か月経過しても治癒せず、かつ傷病等級

第１級～第３級に該当するときは、休業（補償）給付に代えて給付基礎日額の 313
日分～ 245 日分の年金が支給されます（労災法 12 条の８第３項、18 条、23 条）。
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【障害補償給付（障害給付）】
被災労働者の傷病が治癒したときに身体に一定の障害が残った場合、労働能力の

喪失の程度の重い障害等級１級～７級の場合は、給付基礎日額の 313 日～ 131 日分
の障害（補償）年金が、また、８級～ 14 級の場合は、給付基礎日額の 503 日～ 56
日分の障害（補償）一時金が支給されます（労災法 15 条、22 条の３）。
（注）同一の事由により、厚生年金の障害厚生年金等が併給される場合には、一定

の調整率によって支給額が調整されます。

【遺族補償給付（遺族給付）】
労働者が業務災害又は通勤災害により死亡した場合に支給され、遺族（補償）年

金と遺族（補償）一時金の２種類があります（労災法 16 条、22 条の４）。
労働者の死亡当時、その収入によって生計を維持していた一定の範囲の遺族に対

し遺族（補償）年金が支払われ、その年金受給権者がいないときは、一定範囲の遺
族に対して給付基礎日額の 1,000 日分の遺族（補償）一時金が支給されます。

【葬祭料（葬祭給付）】
葬祭を行ったものに対し、315,000 円＋給付基礎日額の 30 日分又は給付基礎日

額の 60 日分のいずれか高い方が支給されます（労災法 17 条、22 条の５）。

【介護補償給付（介護給付）】
一定の障害により傷病（補償）年金、又は障害（補償）年金を受給し、かつ、現

に介護を受けている場合に、請求に基づいて月を単位として支給されます（労災法
12 条の８第７項、19 条の２、24 条）。

常時介護の場合は、介護の費用として支出した額が 166,950 円を上限として支給
され、一律 72,990 円が最低保障額とされています。

随時介護の場合は、介護の費用として支出した額が 83,480 円を上限として支給さ
れ、一律 36,500 円が最低保障額とされています。（金額はいずれも令和 2.4.1 改正）

【二次健康診断等給付】
労働安全衛生法に基づく定期健康診断等において、業務上の理由による脳血管疾

患及び心臓疾患に関連する一定の検査項目（血圧、血中脂質、血糖、肥満度）の全
てに異常所見があると診断されたときは、当該労働者は、その請求に基づいて二次
健康診断及び特定保健指導を受けることができます。ただし、既に脳・心臓疾患の
病状を有している者を除きます（労災法 26 条）。
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（４）労災民事訴訟

労災保険の給付は、被災労働者がどのような方を問わず一律定型的なものです。
そこで、重大な労災の場合には、被災労働者またはその遺族がより多くの補償を求
めて使用者を相手に民事訴訟を起こすことがあります。これが労災民事訴訟です。

使用者には労働契約において、労働者の生命及び身体等を危険から保護するように
配慮する安全配慮義務がありますので（労契法５条）、労災が起きたのは、使用者が
この義務を怠ったためであるとなると、労働契約の債務不履行責任（民法 415 条）に
より損害賠償が発生することになるのです。また、不法行為（民法 709、715、717 条）
も労災民事訴訟の根拠とされます。使用者としては、ひとたび労災事故や業務上疾病
が発生した場合には、労災民事訴訟の可能性も視野に入れる必要があります。

２ 雇用保険

（１）保険関係

【適用事業と被保険者、加入要件】
雇用保険は、労働者が失業してしまった場合に、生活の安定を守り、再就職の援

助を行うものです。また、雇用安定に資するため、定年後の再雇用などにより賃金
が低くなっても退職せずに働き続けられるように援助したり（高年齢者継続雇用給
付）、育児休業や介護休業取得時の給付（育児休業給付、介護休業給付）や、働く能
力を伸ばすための支援（教育訓練給付）なども行っています。

労災保険と同様に、原則として、１人でも労働者を使用している場合は、雇用保
険の適用事業となり（雇用保険法（雇保法）５条）、事業を開始した日に、保険者で
ある国との間で保険関係が自動的に成立します（徴収法４条）。

雇用保険の適用事業に雇用され、週所定労働時間が 20 時間以上であり、かつ 31
日以上雇用見込みのある労働者（昼間の学生等を除く）は、その意思にかかわらず
当然に被保険者になります。平成 29 年１月１日以降は、65 歳以降に新たに雇い入
れられる者についても、上記の要件を満たす場合には、高年齢被保険者として雇用
保険の被保険者になっていますが、保険料の徴収は平成 31 年度分（2020 年３月分）
まで免除されていますが、2020 年４月分から徴収対象となります。

保険料は、労働者の賃金総額に保険料率９/1000（一般事業の場合）（徴収法 12
条４項）であり、このうち使用者負担分は６/1000、被保険者負担分は３/1000 で
す（平成 31 年度）。
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雇用保険料率 労働者負担 事業主負担

一般の事業 ９／1000 ３／1000 ６／1000

農林水産（※）・
清酒製造業 11／1000 ４／1000 ７／1000

建設業 12／1000 ４／1000 ８／1000

※�園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、内水面養殖、特定の船員を雇用する事業は、一般
の事業の率を適用

【事業主が行う保険関係の手続】
雇用保険の適用対象となる労働者を初めて雇用することとなった場合は、事業所

の所在地を管轄する公共職業安定所長に適用事業所設置届、被保険者資格取得届を
保険成立の日の属する月の翌月 10 日までに提出しなければなりません。

その後、新たに労働者を雇い入れた場合は、その都度、事業所の所在地を管轄する
公共職業安定所長に被保険者資格取得届を提出しなければなりません（雇保法７条）。

また、被保険者が離職した場合は、被保険者資格喪失届と給付額等の決定に必要
な離職証明書を事業所の所在地を管轄する公共職業安定所長に対し、当該事実のあっ
た日の翌日から起算して 10 日以内に提出しなければなりません。

これらの手続は、雇用保険法により事業主の義務とされていますので忘れずに行っ
てください。

なお、上記の手続以外にも、事業所の名称や所在地が変更になった場合、被保険
者の氏名が変更になった場合、同一の事業主の事業所間で転勤させる場合等にも手
続が必要となります。

（２）保険給付の内容

雇用保険法の目的は失業者の生活安定ですが、それ以外に就職促進、失業予防も
その目的とされます。以下では求職者給付のうち基本手当について説明します（そ
の他の給付についての詳細は、厚生労働省のホームページなどでご確認ください）
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求職者給付

雇用継続給付

教育訓練給付

就職促進給付

日雇労働被保険者
に対する求職者給付

短期雇用特例被保険者
に対する求職者給付

高年齢被保険者に
対する求職者給付

一般被保険者に対する
求 職 者 給 付

介 護 休 業 給 付

育 児 休 業 給 付

高年齢雇用継続給付

教 育 訓 練 給 付 金

求 職 活 動 支 援 費

移 転 費

就 業 促 進 手 当

日雇労働求職者給付金

特 例 一 時 金

高年齢求職者給付金

傷 病 手 当

寄 宿 手 当

常用就職支度手当
就 業 手 当
就業促進定着手当
再 就 職 手 当

広 域 求 職 活 動 費
短 期 訓 練 受 講 費
求職活動関係役務利用費

通 所 手 当
受 講 手 当

技 能 習 得 手 当

基 本 手 当

（

（

（

【基本手当の受給要件と手続】

※ハローワークインターネットサービスより引用
　https://www.hellowork.go.jp/insurance/insurance_summary.html

【基本手当の受給要件と手続】
被保険者が失業した場合に、離職の日以前の２年間に被保険者であった期間（賃

金支払いの基礎となった日数が 11 日以上ある期間を１か月として計算する）が通算
12 か月以上ある時に支給を受けることができます（雇保法 13 ～ 14 条）。

ただし、倒産、解雇等による離職者（「特定受給資格者」）は、離職の日以前１年
間に被保険者期間が６か月あれば、基本手当を受給できます。このような受給資格
を満たしている者が、実際に基本手当の支給を受けるには、離職後に使用者の発行
する離職票を持ってハローワークに出頭し、求職の申込みをして失業の認定を受け
なければなりません（雇保法 15 条２項）。

令和２年８月１日以降は、被保険者期間が 12 か月（特定理由離職者及び特定受給
資格者は６か月）に満たない場合は、賃金の支払の基礎となった日数が 11 日以上で
あるもの又は賃金支払の基礎となった時間が 80 時間以上であるものを１か月として
計算する予定です。
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「失業」とは、「被保険者が離職し、労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、
職業に就くことができない状態」（雇保法４条３項）をいいます。

失業の認定は、受給資格者が最初にハローワークに出頭した日から起算して４週
間に１回ずつ受けることになります（雇保法 15 条３項）。

【基本手当日額と給付日数】
基本手当の日額は、原則として受給者が受けていた離職前６か月の賃金総額（賞

与等は除く）を 180 日で割って得た額に給付率（およそ 50％～ 80％、60 歳～ 64
歳については 45％～ 80％）を乗じて得た額です（雇保法 16 条、17 条）。賃金の高
い人は給付率が低く、賃金の低い人ほど給付率は高くなります。

基本手当を受けられるのは、原則として、離職の翌日から数えて１年間です。こ
れを受給期間といいます。この受給期間中に基本手当が所定の日数分支給されます

（雇保法 20 条）。受給期間を過ぎてしまいますと、所定の給付日数が残っていても支
給されません。

給付日数は、一般の離職者の年齢、被保険者期間、離職理由、障害者等の就職困
難者といった条件により異なります（雇保法 22 ～ 23 条）。

【倒産・解雇等による離職者（特定受給資格者）に該当する場合】
倒産・解雇等による離職者（特定受給資格者）とは、離職理由が倒産・解雇等により、

再就職の準備をする時間的余裕がなく離職を余儀なくされた受給資格者であり、具
体的には次に該当する方です。
（特定受給資格者は、一般の離職者に比べて後掲の表にみるように、基本手当受給

日数が長くなることがあります。）
Ⅰ「倒産」等により離職した者

①  倒産（破産、民事再生、会社更生等の各倒産手続の申立て、又は手形取引の停
止等）に伴い離職した者

②  事業所において、大量雇用変動の場合（１か月に 30 人以上の離職を予定）の
届出がされたため離職した者、及び当該事業主に雇用される被保険者の３分の
１を超える者が離職したため離職した者

③  事業所の廃止（事業活動停止後再開の見込みがない場合を含む）に伴い離職し
た者

④ 事業所の移転により、通勤することが困難となったため離職した者
Ⅱ「解雇」等により離職した者

① 解雇（自己の責めに帰すべき重大な理由による解雇を除く。）により離職した者
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②  労働契約の締結に際し明示された労働条件が事実と著しく相違したことにより
離職した者

③  賃金（退職手当を除く。）の額の３分の１を超える額が支払期日までに支払わ
れなかったことにより離職した者

④  賃金が、当該労働者に支払われていた賃金に比べて 85％未満に低下した（又
は低下することとなった）ため離職した者（当該労働者が低下の事実について
予見し得なかった場合に限る。）

⑤  離職の直前６か月間のうちに［１］いずれか連続する３か月で 45 時間、［２］
いずれか１か月で 100 時間、又は［３］いずれか連続する２から６か月以上の
期間の時間外労働を平均して１か月で 80 時間を超える時間外労働が行われた
ため離職した者。事業主が危険若しくは健康障害の生ずるおそれがある旨を行
政機関から指摘されたにもかかわらず、事業所において当該危険若しくは健康
障害を防止するために必要な措置を講じなかったため離職した者

⑥  事業主が法令に違反し、妊娠中若しくは出産後の労働者又は子の養育若しくは
家族の介護を行う労働者を就業させ、若しくはそれらの者の雇用の継続等を図
るための制度の利用を不当に制限したこと又は妊娠したこと、出産したこと若
しくはそれらの制度の利用の申出をし、若しくは利用をしたこと等を理由とし
て不利益な取扱いをしたため離職した者

⑦  事業主が労働者の職種転換等に際して、当該労働者の職業生活の継続のために
必要な配慮を行っていないため離職した者

⑧  期間の定めのある労働契約の更新により３年以上引き続き雇用されるに至った
場合において当該労働契約が更新されないこととなったことにより離職した者

⑨  期間の定めのある労働契約の締結に際し当該労働契約が更新されることが明示
された場合において当該労働契約が更新されないこととなったことにより離職
した者（上記⑧に該当する場合を除く。）

⑩  上司、同僚等からの故意の排斥又は著しい冷遇若しくは嫌がらせを受けたこと
によって離職した者、事業主が職場におけるセクシュアルハラスメントの事実
を把握していながら、雇用管理上の必要な措置を講じなかったことにより離職
した者及び事業主が職場における妊娠、出産、育児休業、介護休業等に関する
言動により労働者の就業環境が害されている事実を把握していながら、雇用管
理上の必要な措置を講じなかったことにより離職した者

⑪  事業主から直接若しくは間接に退職するよう勧奨を受けたことにより離職した
者（従来から恒常的に設けられている「早期退職優遇制度」等に応募して離職
した場合は、これに該当しない。）

128927-使用者のための労働法-本文.indd   69 2020/03/20   14:31:05



70

⑫  事業所において使用者の責めに帰すべき事由により行われた休業が引き続き３
か月以上となったことにより離職した者

⑬  事業所の業務が法令に違反したため離職した者

【特定理由離職者に該当する場合】
特定受給資格者以外の者であっても、以下に該当する場合は、特定理由離職者に

該当し、基本手当について一般の離職者に比べ手厚い給付日数となる場合があります。
Ⅰ 　期間の定めのある労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更新がない

ことにより離職した者（その者が当該更新を希望したにもかかわらず、当該更新
についての合意が成立するに至らなかった場合に限る。）（上記「特定受給資格者
の範囲」のⅡの⑧又は⑨に該当する場合を除く。）
Ⅱ　以下の正当な理由のある自己都合により離職した者

①  体力の不足、心身の障害、疾病、負傷、視力の減退、聴力の減退、触覚の減退
等により離職した者

②  妊娠、出産、育児等により離職し、雇用保険法第 20 条第１項の受給期間延長
措置を受けた者

③  父若しくは母の死亡、疾病、負傷等のため、父若しくは母を扶養するために離
職を余儀なくされた場合又は常時本人の看護を必要とする親族の疾病、負傷等
のために離職を余儀なくされた場合のように、家庭の事情が急変したことによ
り離職した者

④  配偶者又は扶養すべき親族と別居生活を続けることが困難となったことにより
離職した者

⑤ 次の理由により、通勤不可能又は困難となったことにより離職した者
(a) 結婚に伴う住所の変更
(b) 育児に伴う保育所その他これに準ずる施設の利用又は親族等への保育の依頼
(c) 事業所の通勤困難な地への移転
(d) 自己の意思に反しての住所又は居所の移転を余儀なくされたこと
(e) 鉄道、軌道、バスその他運輸機関の廃止又は運行時間の変更等
(f) 事業主の命による転勤又は出向に伴う別居の回避
(g) 配偶者の事業主の命による転勤若しくは出向又は配偶者の再就職に伴う別

居の回避
⑥  その他、上記「特定受給資格者の範囲」のⅡの⑪に該当しない企業整備による

人員整理等で希望退職者の募集に応じて離職した者等
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雇用保険基本手当の給付日数
１　倒産・解雇等による離職者（３を除く）
被保険者であった

期間

区分

１�年未満 １�年以上
５�年未満

５�年以上
10�年未満

10�年以上
20�年未満 20�年以上

30�歳未満

90�日

90�日 120�日 180�日 －
30�歳以上35�歳未満 120�日※

180�日
210�日 240�日

35�歳以上45�歳未満 150�日※ 240�日 270�日
45�歳以上60�歳未満 180�日 240�日 270�日 330�日
60�歳以上65�歳未満 150�日 180�日 210�日 240�日
※受給資格に係る離職日が平成29年３月31日以前の場合は90日

２　倒産・解雇等以外の事由による離職者（３を除く）
被保険者であった

期間

区分

１�年以上
５�年未満

５�年以上
10�年未満

10�年以上
20�年未満 20�年以上

全年齢 90�日 120�日 150�日

３　就職困難者※

被保険者であった
期間

区分

１�年未満 １�年以上
５�年未満

５�年以上
10�年未満

10�年以上
20�年未満 20�年以上

45�歳未満
150�日

300�日
45�歳以上65�歳未満 360�日
※�身体障害者、知的障害者、精神障害者、刑法等の規定により保護観察に付された方、社会的事情に
より就職が著しく阻害されている方など
４　高年齢求職者雇用給付金
高年齢被保険者（65 歳以上の被保険者であって、短期雇用特例被保険者や日雇労

働被保険者に該当しない者）が失業した場合、一般の被保険者の場合と異なり、被
保険者であった期間に応じ基本手当日額の 30 日分又は 50 日分に相当する高年齢求
職者給付が支給されます。

被保険者であった期間 高年者求職者給付金の額

１年以上 基本手当額の50日分

１年未満 基本手当額の30日分
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（３）事業主等への助成金

雇用保険では、被保険者への給付だけでなく、雇用安定事業（雇保法 62 条）及
び能力開発事業（雇保法 63 条）として、雇用関係助成金及び労働条件等関係助成
金があります。

雇用関係助成金を受給する事業主（事業主団体を含む）は、各助成金の「対象と
なる事業主」に記載した要件を満たすほか、次の１～３の要件のすべてを満たすこ
とが必要です。

１．雇用保険適用事業所の事業主であること
２．支給のための審査に協力すること
（１） 支給または不支給の決定のための審査に必要な書類等を整備・保管してい

ること
（２） 支給または不支給の決定のための審査に必要な書類等の提出を、管轄労働

局等から求められた場合に応じること
（３）管轄労働局等の実地調査を受け入れること など

３　申請期間内に申請を行うこと
なお、①過去５年以内に不正受給をした事業主（平成 31 年４月１日以降）、②労

働保険料を納入していない事業主、②過去１年以内に労働関係法令の違反があった
事業主、④性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業またはこれらの営業の一部を受
託する営業を行う事業主、⑤暴力団関係事業主、⑥支給申請日または支給決定日の
時点で倒産している事業主、⑦不正受給が発覚した際に事業主名等の公表について、
あらかじめ同意しない事業主は、受給できません。

また、労働条件等関係助成金は主に中小企業主を対象としています。

３ 健康保険

（１）保険関係

【適用事業と被保険者】
健康保険は、民間労働者が職場において加入する医療保険です。労働者とその被

扶養者の業務外の傷病のほか、死亡、出産に関する保険給付を行います。
保険者は、全国健康保険協会（協会けんぽ、旧政管健保）と健康保険組合（組合健保）

の２種類があります（健康保険法（健保法）４条）。
原則として、全ての法人事業所、５人以上の従業員を使用する個人事業所は、健
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康保険の適用事業所となります（健保法３条３項）。
適用事業所に使用される者は、原則として、被保険者になります。
なお、適用事業所が法人の場合、取締役（代表取締役を含む）は、法人に使用さ

れる者として被保険者になりますが、適用事業所が個人事業の場合は経営者である
個人事業主は、市町村が運営する国民健康保険等に加入することになります。

被保険者資格は、当事者の意思とはかかわりなく事業主に使用されることによっ
て発生し、退職等により使用されなくなることによって喪失します。そのため、事
業主は労働者を雇用した事実及び報酬額等について保険者に届け出なければなりま
せん（健保法 48 条）。

保険料は、協会けんぽの場合には標準報酬日額に全国健康保険協会が 30/1000 ～
130/1000 の範囲で決定する ｢都道府県単位の保険料率」（東京都の場合は令和２年
４月納付分から 9.87％）を乗じて得られた額を労使が折半負担します（健保法 160
条１項、２項）。組合健保の場合は標準報酬日額の 30/1000 ～ 130/1000 の範囲で
各組合が決めます（健保法 160 条 13 項）。負担割合は原則として労使折半ですが、
健康保険組合の規約で使用者側が多く負担するよう決めることができます。

【被扶養者】
健康保険では、被保険者に扶養される者（被扶養者）も保険給付の対象になります。

被扶養者は、被保険者によって生計を維持する親・祖父母・配偶者・子・孫・兄弟
姉妹や、被保険者によって生計を維持し、被保険者と同居する三親等内の親族など
です（健保法３条７項１号～４号）。

ただし、年間収入が 130 万円（60 歳以上の者、又は一定の障害者は 180 万円）
以上ある者については、被扶養者になれません。

（２）保険給付

健康保険法が定める被保険者及び被扶養者への法定給付は次のようになっていま
す（健保法 52 条）。なお、組合健保では法定給付に加えて一定の付加給付を行うこ
とができます。給付の概要は以下のとおりです。

【療養の給付】
健康保険の被保険者が業務以外の事由により病気やけがをしたときは、健康保険

で治療することができます（健保法 63 条）。一部負担金は 100 分の 30 が基本です（健
保法 74 条１項）。
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【入院時食事療養費】
被保険者が病気やけがで保険医療機関に入院したときは、療養の給付と併せて食

事療養に要した費用の給付が一定の範囲内で受けられます（健保法 85 条１項）。

【入院時生活療養費】
65 歳以上の特定長期入院被保険者に対して、在宅患者との費用負担の調整を図る

ことを目的に、療養病床における生活療養に要する費用（入院者の食事・温度・照明・
給水に要する平均的な費用）から、平均的な家計におけるそれらの費用を控除した
額が支給されます（健保法 85 条の２）。

【保険外併用療養費】
健康保険では、保険が適用されない保険外診療があると保険が適用される診療も

含めて、医療費の全額が自己負担となります。
ただし、保険外診療を受ける場合でも、厚生労働大臣の定める「評価療養」、「患

者申出療養」及び「選定医療」については、保険診療との併用が認められており、
通常の治療と共通する部分（診察・検査・投薬・入院料等）の費用は、一般の保険
診療と同様に扱われ、その部分については一部負担金を支払うこととなり、残りの
額は「保険外併用療養費」として健康保険から給付が行われます（健保法 86 条）。

【訪問看護療養費】
居宅で療養している人が、医師の指示に基づいて指定訪問看護事業者の訪問看護

師から、療養上の世話や診療の補助などを受けた場合、その費用が訪問看護療養費
として現物給付されます（健保法 88 条）。

【療養費】
医療保険は、医療という現物給付が原則ですが、やむを得ない事情で、保険医療

機関以外で治療を受けたときは、要した治療費（自費）の一部を後に償還するのが「療
養費」です（健保法 87 条）。

【高額療養費】
原則として、被保険者と被扶養者の１か月の一部負担金の合算額が、一定の自己

負担限度額を超えるときは、超えた分について高額療養費として申請手続後に償還
されます（健保法 115 条）。
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【高額介護合算療養費】
同一世帯内に介護保険の受給者がいる場合に、１年間（毎年８月１日～翌年７月

31 日まで）にかかった医療保険と介護保険の自己負担額の合算額が著しく高額に
なった場合は、負担を軽減するために自己負担限度額を超えた額が医療保険、介護
保険の自己負担額の比率に応じて、現金で健康保険から支給されます（健保法 115
条の２）。

【移送費】
病気やけがにより被保険者の移動が困難な場合に、医師の指示で一時的・緊急的

に必要があり移送されたときは、その要した費用が給付されます（健保法 97 条）。

【傷病手当金】
被保険者が負傷、疾病により就労できず報酬が得られなかったときは、労務不能

となった４日目から、１日につき標準報酬日額の３分の２相当額が傷病手当金とし
て支給されます（健保法 99 条）。

【出産手当金】
被保険者である女性が、産前産後休業中で報酬を得られなかったときに、１日に

つき標準報酬日額の３分の２相当額が出産手当金として支給されます（健保法 102
条）。傷病手当金との併給は認められず、出産手当金が支給されます（健保法 103 条）。

【出産育児一時金、家族出産育児一時金】
被保険者及びその被扶養者が出産したときは、１児につき定額 42 万円が出産育

児一時金として支給されます（健保法 101 条）。ただし、産科医療補償制度に加入
されていない医療機関で出産された場合は 40.4 万円となります。

【埋葬料・埋葬費】
被保険者が死亡したときは、被保険者によって生計を維持し、かつ埋葬を行う

者がいるときは、その者に埋葬料として現金給付（５万円）がなされます（健保法
100 条１項）。埋葬料の支給を受ける者がいないときは、実際に埋葬をした者に、埋
葬に要した費用が埋葬料の範囲内で支給されます（健保法 100 条２項）。
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健康保険の給付の種類
被保険者 被扶養者

負傷・疾病

療養の給付

家族療養費

入院時食事療養費

入院時生活療養費

保険外併用療養費

療養費

訪問看護療養費 家族訪問看護療養費

移送費 家族移送費

傷病手当金 ――

高額療養費・高額介護合算療養費

死　　　亡 埋葬料 家族埋葬料

出　　　産
出産育児一時金 家族出産育児一時金

出産手当金 ――

４ 厚生年金保険
（１）保険関係

厚生年金は、民間企業の労働者を対象とする公的年金です。
昭和 60 年の国民年金法改正によって、20 歳以上 60 歳未満の全ての国民が国民

年金に強制加入することになり、これによって全国民に共通の基礎年金制度が導入
されました。厚生年金は、国民年金法による基礎年金制度の上に言わば「二階建て
部分」として位置付けられる年金制度です。

厚生年金適用事業は、健康保険と同様、常時５人以上の労働者を使用する事業所
は適用事業所になります（厚生年金保険法（厚年法）６条１項）。適用事業に使用さ
れる 70 歳未満の者は、原則として被保険者になります（厚年法９条）。

保険料は、標準報酬月額及び標準賞与額に保険料率を乗じて得た額を労使が折半
負担します（厚年法 81 条３項、82 条１項）。保険料率は、平成 29 年９月以降は
1000 分の 183.00 で固定されます（厚年法 81 条４項）。

（２）保険給付

【老齢厚生年金】
老齢厚生年金は、被保険者期間（１月以上）を有する者が、保険料納付期間と保

険料免除期間を合算して 10 年以上有するものに対して、65 歳から支給されます（厚
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年法 42 条）。
年金額は、被保険者であった全期間の平均標準報酬額×給付乗率×被保険者期間

の月数で計算される額です（厚年法 43 条）。被保険者期間が 20 年以上あるときに、
その者に生計を維持されていた配偶者、又は子（65 歳未満の配偶者、18 歳に達す
る年度の末日までの間にある子、又は障害等級１級ないし２級の障害のある 20 歳未
満の子）があれば定額の加給年金額が支給されます（厚年法 44 条）。加給年金額加
算のためには、届出が必要です。

年金受給年齢に到達した後も働き続ける厚生年金加入者については、在職老齢年
金制度があります。これは 60 ～ 64 歳までと 65 歳以降とでは異なりますが、老齢
厚生年金月額と総報酬月額相当額（標準報酬月額と直近１年間の標準賞与額の 12
分の１の合算額）の合算額によっては、老齢厚生年金の一部、又は全額が支給停止
されることがあります。

なお、65 歳からは国民年金法に基づく老齢基礎年金が支給されます（国民年金法
26 条）。

【障害厚生年金】
障害厚生年金は、傷病による初診日に被保険者であった者が障害等級１～３級の

認定を受けたときに支給されます（厚年法 47 条）。年金額は、障害等級１級の場合が、
報酬比例の年金額× 1.25 ＋配偶者の加給年金額と同額、２級は報酬比例の年金額＋
配偶者の加給年金額と同額、３級は報酬比例の年金額と同額です。障害等級１～２
級については国民年金の障害基礎年金も支給されます（国民年金法 30 条）。年金支
給に至らない程度の障害については障害手当金が支給されます（厚年法 55 条）。

【遺族厚生年金】
遺族厚生年金は、被保険者が死亡した場合に、その者によって生計を維持してい

た遺族に対して配偶者、子、父母、孫、祖父母の順位で（夫・父母・祖父母は 55
歳以上、子・孫は 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にあるか、また
は 20 歳未満で障害等級の１～２級に該当する障害の状態にあり、かつ現に婚姻をし
ていない場合）遺族厚生年金が支給されます（厚年法 58 条、59 条）。

遺族厚生年金の受給権者が中高年の妻である場合（40 歳以上 65 歳未満で子がい
ない妻、又は子が 18 歳到達年度の末日までにある時に 40 歳以上 65 歳未満であっ
た妻）には中高齢寡婦加算が給付されます（厚年法 62 条）。なお、遺族厚生年金に
は遺族基礎年金（国民年金法 38 条）が併給されます。

※詳しくは、お近くの年金事務所にお問い合わせください（137 ～ 138 ページ）。
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５ 介護保険

（１）保険関係

介護保険は、身体上、又は精神上の障害があるために入浴、排泄、食事等の全部、
又は一部について要介護状態になったり、日常生活の基本動作について要支援状態
になった場合に、本人ができる限り自立生活ができるように保健・医療・福祉サー
ビスを提供することを目的とした社会保険制度で、介護保険法（介保法）（平成 12
年４月１日施行）によって運用されています。

保険者は市町村及び特別区です（介保法３条）。被保険者は一般住民ですが、年齢
により二種類に分けられ、第１号被保険者は 65 歳以上の者、第２号被保険者は 40
歳以上 65 歳未満の各医療保険加入者です（介保法９条）。

保険料は、第１号被保険者については市町村が政令に従い本人の所得等に応じて
条例で決めます（介保法 129 条２項）。徴収方法は、第１号被保険者は年金からの
特別徴収（天引き）で、天引きできない場合は納入通知書による普通徴収です。第
２号被保険者は加入している医療保険の保険料と併せて徴収されます。国民健康保
険に加入している第２号被保険者が負担する介護保険料については、国民健康保険
の保険料と一体的に徴収されます。

（２）要介護・要支援認定

保険給付サービスを受けるには、被保険者（又はその家族）は、市町村による要
介護（又は要支援）の認定を受けなければなりません（介保法 19 条、27 条、32 条）。
認定を受けた場合には、要介護状態（要介護１～５）、要支援状態（要支援１～２）
に応じて保険給付の内容が決められます。　　

（３）保険給付

要介護状態と認定された者には「介護給付」が、要支援状態と認定された者には「予
防給付」が支給されます。また、これらのほか、要介護状態、又は要支援状態の軽減、
又は悪化の防止に資するために市町村が独自に行う「市町村特別給付」があります（介
保法 18 条）。

給付を受ける場合、利用したサービスにかかる費用の９割が介護保険でまかなわ
れ、残りの１割（一定以上の所得がある場合は２割または３割）を自己負担するこ
とになります。また、認定の種類によって、サービスの利用限度額が決まっており、
利用限度額を超える利用分は全額自己負担になります。
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６ パートタイム労働者と社会保険
パートタイム労働者であっても、１週の所定労働時間及び１か月の所定労働日数

が、その事業所で同種の業務を行う一般の労働者の４分の３以上ある場合には、社
会保険の被保険者となります。

また、501 人以上の会社で働く、次の要件を満たすパートタイム労働者は社会保
険の加入対象となります。
① 所定労働時間が週 20 時間以上　　
② 月額賃金８. ８万円以上
③ 雇用期間が１年以上見込まれる場合

「雇用期間が１年以上見込まれる場合」とは次のとおりです。
・期間の定めがなく雇用される場合
・雇用期間が１年以上である場合
・雇用期間が１年未満である次の場合
・ 雇用契約書に契約が更新される旨又は更新される可能性がある旨が明示され

ている場合
・ 雇用契約書に契約が更新される旨が明示されていないが、同様の雇用契約で

１年以上更新された実績がある場合
④ 昼間の学生でないこと ( 例外あり )

なお、平成 29 年 4 月からは、従業員が 500 人以下の会社で働く上記の要件を満
たすパートタイム労働者も、労使で合意すれば、会社単位で社会保険に加入できる
ようになりました。この従業員 500 人以下の会社が労使の合意により社会保険の加
入を行う場合には、従業員の 2 分の 1 以上の方の同意を得た上で、事業主から、年
金事務所へ申出を行う必要があります。
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